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根拠法令等

１　計　画　（プラン）

きたひろしま人材育成基金条例

(平成17年度北広島国際交流協議会の活動内容)
・カナダ・サスカツーン市との相互交流（受入れ4月2日～4月8日）
・市民とアメリカ・テネシー州立工科大学生との国際交流会の開催（6月18日）
・ホームスティ・ボランティア登録者の拡大
・通訳ボランティアの登録と活動機会の拡大
※受入延人数148人（8回）、派遣延人数121人（8回）

平成１8年6月

市民（派遣・受入れについては高校生が対象）

海外とのさまざまな交流により、生きた外国の文化、風俗、社会事情を体得し、異文化
への理解を深め、広い国際的視野と豊かな国際感覚をもった人材を育てる。

2,139

作成日

広域交流

内線895

課長職名事務区分

いきいきとした交流と連携のまち

部長職名■自治事務　　□法定受託事務　 山内平一郎

　事務事業開始年度

　〃 終了予定年度

可児正樹

整理番号 44-4 作成部署
生涯学習部
社会教育課

国際交流推進事業
（北広島国際交流協議会補助金）

事務事業名

　平成１8年度事務事業評価調書（継続用）　　　　北広島市

国際交流の促進

上位施策との関
連（総合計画での
位置付け）

・カナダ・サスカツーン市との相互交流（派遣：高校生10名、指導員2名、5月19日～27日）
・国際交流パネル展（３回）
・ホームスティ・ボランティア登録者の拡大
・通訳ボランティアの登録と活動機会の拡大

施策）
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S63

750
直接事業費

2,139

地方債

一般財源

2,092

国支出金

9,000 9,000

16年度（決算）

0.65 0.70

2,092 447 750

活動指標
（事務事業の
活動量や実
績）

受入延人数

109 109

活動指標① 派遣人数

活動指標② 220

人

人

0

受入人数

0.70

9,000

6,300

8,439

0.70

9,000

7,050

【事務事業を評価する指標（ものさし）】

指　標　名
16年度

指　　　　　標　　　　　値

17年度単位 19年度（目標）18年度（目標）

　総　事　業　費 ①＋④ 7,942 6,747

区　　　　分

人 　件 　費
（概算）

道支出金

①合　計

②人　数（年間）

18年度（予算） 19年度（予定）17年度（決算）

（単位：千円）【事業費の推移】

２　実　施　（ドゥ）

③１人当り年間平均人件費

④＝②×③ 6,3005,850 6,300

その他特財 447

13 0 12

22 22

121

1

130 148

121

1

170

0 3

148

人

回

派遣延人数

成果指標
（目的の達成
度を測るもの
さし）

成果指標①

人

【指標の定義（算式等）】

【指標の定義（算式等）】

成果指標②

活動指標③ 市民交流会等開催数
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■継続事務事業優先度ランク
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【※参考】

前年度の
２次評価

行革
本部

【２次評価】

【上記３の評価を踏
まえ、総合判定と今
後の方向性について
記入】

　判　　　　定

見直し

民間活力の
活用性評価
（事業担当部
局が評価）

　判　　　　定

民間等での実施または市民等との協働が可能である。

今後の方向性（課題と解決方法等）

□終了

今後の方向性

□拡大重点化

□現状維持

■見直し

□統合

□廃止

一次評価のとおり、見直しを行なうこと。
また、協議会の主体性を高めるためにも、事務局を協議会へ移管す
ることを検討すること。

　教育委員会が所管する国際交流である。相互交流の過程で現地の人・文化に直接触れることは、異
文化理解・国際的感覚をもった人材育成のうえで有効であり、プログラムは他市・民間会社にはない特
徴的なものになっている。　今後、行政側の国際交流事業のスタンスを明確にしたうえで、協議会と事
業の検討を行う。

必要性と妥当性　交流をとおして国際性豊かな市民感覚を養うこと、市民と協働して推進すべき事業で
あることから評価した。
有効性　活動指標、手段に見直しが必要なことから評価した。
効率性　国際交流協議会との連携などから評価した。

36 30

1次評価ポイント ２次評価ポイント

説明
（上記
評価の
総合的
な説明）

担当
部局

民間等で実施または協働して取り組むべきである。

評価項目 チェック項目

上位施策を達成するために必要な事務事業か（目的妥当性の度合）
必要性
と
妥当性 行政が関与しなければならない事務事業か(公共性・公益性の度合）

市民や社会の要求はどの程度か（ニーズの度合）

１～５

成果指標値から見て、目標の達成度はどの程度か（達成度合） １～５

30

目的を達成するための手段（実施方法）は有効か（手段有効度合） １～５

５
点
満
点

5 5

受益者負担は適正か（適切な場合及びなじまない場合は５点）

行財政構造改革推
進本部の総合判定

３　評　価　（チェック）

有効性

上位施策への貢献度はどの程度か（貢献度合）

□拡大重点化

□現状維持

【１次評価】

□終了

□統合

□廃止

　判　　　　定

■見直し

１～５

４　総合判定と今後の方向性（アクション）

事務事業担当部局
の総合判定

・サスカツーン市との交流の成果を市民に還元する方法を検討する。
・身近な人材（市内在住外国人・海外で活躍し人材）を活用するなど、
市民が参加しやすい国際交流のあり方を検討する。

効率性

整理番号 44-4

行革本部の
評価(２次)

今後の方向性

  　身近な人材（市内在住の外国人、留学生等）の活用などの課題を見直した上で、事業を継
続する。
  また、協議会の主体性を高めるためにも、事務局を協議会へ移管することを検討する。

黄色の欄に数字を入力すると自動的に計算されます

１～５

１～５

配点
低→高

事業担当部局
の評価(１次)

15
点
満
点

11

１～５投入した予算や人員に見合った効果が得られているか（費用対効果の度合）

　 　 １～５効率的な方法で実施しているか（同じ経費でもっと効率的な方法はないか）

現在一部民間等で実施している。または市民等と協働して実施している。

　　　□有　　　　　■無

１～５

公平性

計

法律で実施が義務付けられている事務事業か

民間等での実施または市民等との協働の可能性はない。



別紙３ 　　　　　　　　　　　　　　　　  付　表　　　　　　

補助金･交付金 交付先団体等の状況説明書　　　
整理番号 44-4

【交付先団体等の概要】

補助金･交付金
名

北広島国際交流協議会補助金

交付先の名称及
び代表者名

北広島国際交流協議会　会長　池端隆 設立年 平成12年

構成員（団体）数 11名 （18年３月末現在）

交付先団体等の
活動目的

地域に根ざした国際交流を推進することを通して、市民レベルの相互理解と友好親善及び個性
豊かなまちづくりに寄与することを目的とする。

交付先団体等の
活動内容

・国際交流事業の推進 ①カナダ・サスカツーン市との交流（受入れ18名）
・市民参加の拡大　　 　①市民とアメリカ・テネシー州立工科大学生との交流会の開催
・市民活動の促進     　①ホームスティボランティアの活用 　②通訳ボランティアの活用
・交流基盤の強化       ①市内の国際交流団体との連携

事務局の状況
（17年度）

□補助団体にある ■市役所にある

補助金等の充当
状況（17年度）

□運営費のみに充当 ■事業費のみに充当 □運営費・事業費の双方に充当

【交付先団体等の決算･予算の状況】
（単位：千円）

区　　　　分 16年度（決算） 17年度（決算） 18年度（予算）

収　　入

本市補助・交付金の額 （Ａ） 2,092 447

諸収入 10 11

2,139

会費 7 8 11

0

派遣負担金 1,100 1,350

繰越金

　　　　収　入　合　計（Ｂ） 3,209 466 3,500

支　　出

負担金 10 10 10

会議費 1 10

3,340

50

予備費 14 0 30

事務費 98 31 70

事業費 3,086 415

3,500

繰越金 収入（Ｂ）－支出（Ｃ） 0 0 0

　　　　支　出　合　計（Ｃ） 3,209 466

全体支出に対する本市補助・交付金の割
合(A)÷(Ｃ)

65 ％ 96 ％ 61 ％

補助・交付金の対象経費（金額）（Ｄ） 3,209 466 3,500

補助・交付金の対象経費（項目） すべての経費 すべての経費 すべての経費

補助・交付金の算出根拠 定額補助

％ 61 ％
対象経費に対する補助・交付金の割合
　(Ａ)÷(Ｄ)

65 ％ 96


